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１．生産財開発における提案の重要性 

  
本稿の目的は、これまで十分に検討されてこなかった生産財i)開発における提案のあり方

を検討することにある。顧客となる消費財メーカーii)が情報の認識や翻訳を誤る可能性が

ある中で、生産財開発の提案はどのようなプロセスで進められるのか。より具体的には、

どのようなタイミングでどのような内容の提案が行われるのか。こうした提案をより効果

的に進めるために、生産財メーカーにはどのような知識・能力が必要とされるのか。トラ

イアドの情報処理モデルを用いて検討を加える。 
近年、製品開発管理論の分野では、特定の産業や製品の特性に着目して効果的な製品開

発パターンが明らかにされてきた（Clark & Fujimoto, 1991; 藤本・安本, 2000）。生産財
に関しても、例えば、Eisenhardt & Tabrizi(1995)はメインフレーム・コンピュータとパ
ーソナル・コンピュータ（PC）の製品開発プロジェクトを対象に分析を行い、その結果、
メインフレームのような成熟期にある安定した製品の開発に直面しているプロジェクトに

は開発段階のオーバーラップが有効であるが、PC のように予測が不可能で環境変化が激
しい製品の開発には効果が得られず、むしろ入念な事前計画が適していることを明らかに

している。 
Iansiti(1998)は、メインフレーム・コンピュータのマルチチップモジュール（MCM）
の製品開発プロジェクトを対象に分析を行い、その結果、「技術統合」、すなわち、先行技

術開発（例えば基板材料の開発）の段階から、部品設計者とシステム設計者及び製造部門

の統合チームによって新技術が製造プロセスに及ぼす影響までをも考慮する「全体最適化

（技術統合）」が重要となることを明らかにしている。 
赤瀬(2000)は、合成樹脂の開発プロジェクトを対象に分析を行い、Barnett のコア・イ

タレイティブ・モデルを再検証しつつも、合成樹脂の開発には「タスク・ジャッジ」と呼

ばれる意思決定が開発の成否に大きな影響を及ぼすことを指摘している。タスク・ジャッ

ジとは、合成樹脂開発の早期段階において化合物の基本分子設計の見直しを図るか、それ

とも既存化合物の配合・成形加工で対処するかの意思決定のことである。 
 しかし、これらの先行研究では、その開発活動の成否は「技術統合」「タスク・ジャッジ」

など技術関連要因に起因すると見なすものが多く、コンセプト開発に焦点を当てた形での

製品開発プロセスについての検討が十分になされていない。これは、生産財開発において

は顧客となる消費財メーカーも専門知識を有しコンセプトやスペックを提示できるケース

が多いので、コンセプトを所与としての開発論が展開されてきたからであると思われる。 
 しかし、現実には消費財メーカーが提示した生産財コンセプトやスペック、あるいはそ

の基となっている消費者ニーズの認識が誤っているケースも少なくないiii)。このような場

合には、消費財メーカーに指示に基づいて生産財を開発すると、それが組み込まれた消費

財の商品力が損なわれる、その結果として売上が伸び悩むといった問題に直面することに
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なる。これは生産財メーカーが製品開発を行う際に抱える根本的ディレンマである。これ

は藤本らのアンケート調査の結果とも整合的である（藤本・桑嶋・富田, 2000; 桑嶋・藤
本, 2001; 藤本・桑嶋, 2002; 桑嶋, 2003）iv)。 
 このような場合には、生産財メーカーがコンセプトやスペックを消費財メーカーに提案

することが有効となる可能性があるv)。では一体どのような提案が必要とされるのだろう

か。例えば、提案のタイミングについては、仮に魅力ある提案内容であったとしても、早

すぎても遅すぎてもいけない。早すぎると顧客が提案の価値を認識できない可能性がある

し、遅すぎると競合に先を越されてしまう可能性があるからである（Stalk & Haut, 1990）。
提案の内容についても、仮に適切なタイミングでの提案であったとしても、その範囲が広

すぎても狭すぎてもいけない。広すぎると顧客の事業領域にまで踏み込んでしまい、競合

とみなされる可能性があるし、狭すぎると顧客にとって魅力ある提案ではなくなる可能性

があるからである。従って、適切なタイミングでの適切な内容の提案が重要とされ、それ

らを実現しる知識・能力の蓄積・活用が必要となると考えられる。 
以上の議論を踏まえ、本稿では次の研究課題を設定する。第一に、顧客である消費財メ

ーカーが認識や翻訳を誤る可能性がある中で、生産財開発はどのようなプロセスで進めら

れるのか。より具体的には、どのようなタイミングでどんな内容の提案が行われるのか、

生産財メーカーと消費財メーカーだけでなく消費者を含めた三者間の関係を想定し分析を

行う。また、こうした提案型製品開発をより効果的に進めるために、生産財メーカーには

どのような知識・能力が求められるのかについても検討を加える。 
なお、本稿では分析のアプローチとして事例分析を用いる。これらの研究課題に答える

ためには、生産財開発におけるダイナミックなプロセスを解明する必要があり、それは詳

細なケーススタディを通じてはじめて実現可能となると考えられるからである。 
本稿の結論をやや先取りすれば、生産財開発プロセスの中で提案のタイミングや提案内

容の範囲を変更することで、提案を成功に導く可能性があることが明らかにされる。また、

生産財メーカーが提案をより効果的に進めるためには、製品開発の過程で蓄積される「ダ

イナミックな評価能力」の活用が求められることも指摘される。 
 

 

２．分析枠組：「トライアドの情報処理モデル」 

  
本稿では先述の先行研究を参照しつつ、生産財開発プロセスを記述する分析枠組として

「トライアドの情報処理モデル」を採用するvi)。情報処理モデルは、設計情報の流れに着

目することで、モノの流れでは補助的活動して扱われてきた製品開発プロセスを企業活動

の一部として組み込むことを可能にするモデルである（Clark & Fujimoto, 1991）。 
 このような情報処理の観点に立てば、製品開発活動を詳細に分析することが可能となる。
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具体的には、「製品コンセプト作成→機能設計→構造設計→工程設計（→生産）」といった
開発ステージに分解できる。まず、コンセプト作成段階では顧客ニーズという情報が的確

に製品コンセプトに翻訳される。次に機能設計段階では、製品コンセプトが保有技術に基

づいて機能設計情報に翻訳される。構造設計段階では、さらにそこから構造設計図（情報）

へ翻訳される。工程設計段階では構造設計図（情報）から工程設計図（情報）に翻訳され、

生産段階を経て製品が形作られるのである。 
ただし、生産財の場合、実際には消費財メーカー、消費者というように顧客の先にも顧

客が存在する。そのため、生産財のみの設計情報の流れにのみ着目していては、生産財の

開発から消費者の消費過程までを一貫した枠組みで理解することはできない。そこで、生

産財メーカーの開発活動を無理なく視野に入れるために、Clark and Fujimotoの情報処理
モデルをダイアド（二主体）からトライアド（三主体）のモデルに拡張して分析枠組とし

て用いる。 
こうした顧客ニーズ翻訳の連鎖に関しては、従来の製品開発管理論では、消費財であれ

ば消費財メーカーと消費者、生産財であれば生産財メーカーと消費財メーカーといった具

合に二主体、ダイアドの関係（以下「ダイアド・モデル」と呼ぶ）が想定されていた。生

産財開発においてダイアド・モデルしか想定されなかったのは、消費財メーカーが消費者

ニーズの認識や翻訳においてミスをしないという暗黙の前提が置かれていたからである。

しかし、現実には消費財メーカーが提示した生産財コンセプトやスペック、あるいはそも

そも消費者ニーズの認識が誤っているケースも少なくない。このような場合には、生産財

メーカーの側から消費財メーカーの翻訳や認識の誤りを指摘し、製品コンセプトやスペッ

クを提案していくことも必要である。 
 
図 1  生産財および消費財の開発における設計情報の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

注）Clark & Fujimoto(1991)、赤瀬(2000)を参考に作成。なお図中の矢印（←）は設計情報の流れを表す。 
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セプト、生産財コンセプトへと翻訳されて、消費財メーカーから生産財メーカーに流れて

いき、同時に、消費財メーカーと生産財メーカーの内部ではそれぞれ製品コンセプト、機

能設計、構造設計、工程設計へと翻訳されていくというプロセスを表している。 
しかし、実際には設計情報が生産財メーカーから消費財メーカー、消費者へと流れる経

路もありうるし、消費財メーカーを飛び越えて生産財メーカーと消費者が直接設計情報を

やりとりするケースもありうる。このように、トライアド・モデルは、単にダイアド・モ

デルを 2つ連結させただけのものではなく、消費者も含めた三主体を同時に記述すること
で、より複雑な現実に即した生産財開発パターンを分析することが可能となるvii)。 
以上を踏まえ、トライアド・モデルにおいて三主体間の設計情報の流れを動態的に表し

たものが図 2 である。図 2 では、横軸の左から右に時間が流れていることを表している。
消費者はニーズ情報を有しており、消費財メーカー、生産財メーカーはそれぞれ時間軸に

沿って製品コンセプト作成、機能設計、構造設計、工程設計、生産を行う。実際の開発プ

ロセスは必ずしもこれらの開発ステージがリニアに進められるとは限らず、これらステー

ジ間のフィードバックや重複などを伴い、それが製品の上市まで継続する。 
 
図 2 分析枠組み：トライアドの情報処理モデル 
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財メーカーに流れた情報に翻訳ミスが見つかり、機能設計や構造設計の段階で生産財メー

カーが翻訳をし直して情報を消費財メーカーに提案することが起こりうる。また、消費財

メーカーが消費者ニーズの認識に誤りがある、あるいは消費者に対して十分製品コンセプ

トを訴求できていない場合には、それが判明した段階で、生産財メーカーが直接消費者か

ら情報を収集したり、直接消費者に対して情報を提供したりすることで、認識や翻訳の誤

りの訂正を図ることもある。 
このトライアドの情報処理モデルを適用すると、生産財の開発活動の成否を左右する現

象は、消費者から消費財メーカーへ、消費財メーカーから生産財メーカー、という設計情

報の流れの中で生じうる情報処理（情報の認識及び情報翻訳）の成否であると考えられる。

すなわち、生産財メーカーの開発活動から消費者の消費までの間では、情報の翻訳が主体

間で繰り返される。この過程において、消費者ニーズの認識や翻訳に誤りが生じうる。製

品開発が創造的で不確実な活動である以上、消費財メーカーであれ生産財メーカーであれ、

完全かつ事前に消費者ニーズに対する認識や翻訳の誤りを察知して回避したり対処したり

するのは困難である。むしろそうした誤りや問題点は開発を進めていく過程で、主体間の

コミュニケーションを通じて明らかとなっていくものだと考えられる。従って、生産財メ

ーカーの視点に立てば、製品開発の過程でそうした認識や翻訳の誤りに気づき、それらの

解決法を見いだし、コンセプトやスペック等の提案していくことが製品開発を成功させる

鍵となると考えられる。 
このように、図 2のようなトライアド・モデルを分析枠組として用いることで、生産財

の開発プロセス、とりわけ提案型開発プロセスをより動態的に捉え、分析することが可能

となる。では、消費財メーカーが消費者ニーズの認識や翻訳を誤る可能性がある中で、生

産財メーカーはどのように開発を進め、どのようなタイミングでどのような提案をしてい

けばよいのだろうか。以下、事例分析を通じて検討する。 
 

 

３. 事例分析 

(1) 紙おむつ用樹脂の開発事例viii) 
 
本節では、前節の分析枠組みを用いて生産財の提案型開発プロセスを検討する。事例は、

紙おむつ用高吸水性樹脂（SAP）の事例を取り上げる。取り上げる理由は、製品開発プロ
セスの中で、生産財メーカー、消費財メーカー、消費者の三者間の間で設計情報のやりと

りが観察され、トライアド・モデルの分析枠組みに即した分析が可能と判断したからであ

る。 
この樹脂は、株式会社日本触媒（以下「日本触媒」と略）が 1983 年に「アクアリック

CA」と名付けて上市した樹脂である。吸水性に優れるだけでなく、液の拡散性や吸引力、
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量産性にも優れることなどから紙おむつ用の原料として広く用いられている。アクアリッ

ク CAの登場以降、国内における紙おむつの普及率は急速に高まり、同時に欧米でも SAP
入り紙おむつの使用が広がっていった。アクアリック CAは現在、世界 SAP市場において
約 25%のシェアを保有しており、トップシェア争いを繰り広げている。 

1970年代後半、日本触媒は衛材メーカーからの要請を受けて生理綿用途として SAPの
開発を進めていた。ところが、樹脂の製法上の問題点が判明したため、工業化には至らな

かった。そこで 1978年、新たな用途として紙おむつが目標に掲げられたのである。同年、
三洋化成が先行して澱粉・ポリアクリル酸グラフト系の SAP の開発に成功していたが、
品質、量産性、価格などに問題があったため、それほど普及しなかった。 
日本触媒の研究体制は前年に生理綿用途の樹脂開発を手がけた研究員 3名である。当初

SAPは、紙おむつの中で綿状パルプと混ぜて使う方法も採用されていた。最初は室長のア
イデアで、特殊混合機を用いて、綿状パルプにアクリル酸モノマーを含浸する方法が提案

された。しかし工程上、うまくいかなかった。そこで、研究員は他の目的で使われる特殊

混合機を用いてモノマー水溶液だけで重合してみたところうまくいったのである。1980
年のことである。この水溶液重合法は、これまでの SAP の生産性を格段に向上させる画
期的な製法であった。 
こうして、従来の製法が抱えていた問題を一挙に解決したわけであるが、その後、レン

ズメーカーに試作品を供給したところ、吸水の仕方に問題があることが分かった。赤ん坊

の体重がかかっている状態では吸尿するとベトベトしてしまい、きちんと尿を吸ってくれ

なかったのである。 
当時、紙おむつメーカーは「吸水性に優れた紙おむつ」の開発を目指しており、そのた

めには樹脂の吸水倍率と吸水速度をとことん追求してほしいといった要望を樹脂メーカー

に出していた。しかし実際には吸水倍率や吸水速度をいくら高めても、赤ん坊の使用条件

下では目詰まりを起こす、長持ちしないなど十分に機能・性能を発揮できないなどの問題

が生じていたのである。 
きちんと吸尿させるには、尿をおむつ全体に均一に拡散させる必要があった。そこで、

研究員はゲルの粒子の表面を「卵の殻を作るように」固くすればよいのではないかと考え、

重合後の粒子に食品添加物を加えて架橋するという方法を思いついた。水で膨潤したゲル

の表面が硬いと隙間をつくりやすいので、均一に拡散させやすい。実際の赤ん坊や人形な

どを被験者に用い、この方法を試してみたところ、飛躍的に吸水性が向上した。1981年の
ことである。 
こうした吸水性向上の背後には、競合に先駆けた開発知識・ノウハウの蓄積があった。

紙おむつの一番簡単な評価法は「ティーバッグ法」である。紅茶のティーバッグの中身を

捨て、代わりに試作品の樹脂を入れ、水に浸して重さを量ることで吸水倍率を測定する。

この測定法は日本触媒が考案し、後に世界中に広まった。 
しかしより重要なのは、「加圧下における吸水倍率テスト」である。実際の使用条件下、
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つまり赤ん坊が紙おむつを履いていて圧力がかかっている状態でもきちんと尿を吸ってく

れないと困る。それも吸ってから液が移動して均一に広がるようにする必要がある。日本

触媒では、こうした機能を開発当初から重視しており、実際の赤ん坊や人形を用いた実験

を繰り返すことで、紙おむつメーカーから要望が出される前に表面処理技術を開発した。 
また、この加圧下のテストに関連して、おむつメーカーから要求のあった「高吸水スピ

ード」は日本触媒の分析では誤りであることを指摘していた。吸収速度は、常識では尿の

吸収速度は早ければ早いほど良いと考えられがちである。しかし、瞬間的に固まる樹脂を

用いると、尿が当たる一カ所だけで集中的に吸ってしまう。これではいくら吸収速度が早

くても、長持ちしない。むしろおむつ全体にじわっと染み込んでから乾くタイプのものが

必要であることが分かったのである。 
もうひとつ後に誤りであると分かったのは、「1000倍吸収」と言われる吸水倍率である。
これも常識では、わずかな樹脂で大量の水分を吸収できる方が良いと考えがちである。し

かし、吸水倍率の高い樹脂は、仮に尿を吸収して膨らんだとしても豆腐みたいな柔らかい

ゲル状のものになってしまう。すると、目詰まり起こして、液がおむつに染み込んでいか

ないという問題が起きる。このため、日本触媒では吸水倍率を 300～400 倍に抑えるよう
にしたという。 
仮に樹脂としてのスペックを満たしていても、それが必ずしもおむつとしての性能を満

たしているとは限らない。おむつというのは一晩中使うものなので、一回目の尿の吸収が

よくても二回目以降が悪ければ使い物にならない。スペックというのは一時点での数値に

過ぎないので、長時間にわたる評価データの収集が必要になる。 
そこで日本触媒は、紙おむつ用樹脂の要求性能を先取りするような形でアクアリック

CA の開発・改良を行い、紙おむつメーカーに対して「最適な吸水倍率・速度」を提案し
ていった。その際、紙おむつメーカーが実際の赤ん坊を用いた被験者評価を実施し、その

結果をフィードバックしてもらうことで、開発知識・ノウハウを蓄積していったのである。 
こうして、開発された SAP は「アクアリック CA」と名付けられ、1983 年に上市され
た。その後、生産性向上に関して大きな課題があったものの、わずか 1年で 1万㌧の量産
化に成功し、世界最大の衛材メーカーに採用された。この出来事は紙おむつ業界全体に大

きなインパクトをもたらした。その後、世界中の大手化学メーカーは日本触媒のやり方に

追随することとなったのである。原料はアクリル酸で、水溶液重合法で、表面架橋を施す

といった具合である。これにより、アクアリック CAは製品面でも製法面でもデファクト・
スタンダードとなった。 
 

(2) 事例の解釈 
 
以上のアクアリック CA の開発プロセスの流れを本稿の分析枠組みに当てはめてみると、

図 3のようになるix)。 
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図 3 トライアド・モデルでみた紙おむつ用高吸水性樹脂の開発プロセス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※矢印（実線）：「主要な設計情報の流れ」、矢印（点線）：「設計関連情報の流れ」、矢印上の×印は「設計情報の翻訳が的確でないこと」を表す。 
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すなわち、開発当初（1978 年頃）においては消費者から消費財メーカー、生産財メーカ

ーへと流れる設計情報に基づいて開発、試作品提供が行われていたと言える。しかし、試

作品提供後（1980 年）に紙おむつに吸水問題が発生したことで、紙おむつメーカーに提示

された設計情報の翻訳が不十分であったことを認識する。 

そこで、日本触媒は消費者ニーズに立ち返り、紙おむつの機能要件（最適吸水性）を見

直し、赤ん坊や人形を使った実験を繰り返すことで、樹脂スペックを翻訳し直したのであ

る（1981 年）。これにより、同社は「高吸水倍率・速度の樹脂」という紙おむつの機能設

計を「最適吸水倍率・速度の樹脂」へと翻訳し直すことでスペックの提案まで行うように

なったと見なすことができる。このように、試作後の開発プロセスは設計情報の流れ方が

変化している。 

本稿の課題である「どのようなタイミングでどんな提案を行うのか」という観点からい

えば、紙おむつの吸水問題発生を翻訳ミスのシグナルとして認識し、それを契機として問

題を解決するスペックを提案できたことが成功につながったと解釈できる。 

こうした翻訳提案が可能となった背景には、同社の有する樹脂の吸水機能に関する知識

だけでなく、開発の過程で消費者ニーズを再認識し、赤ん坊や人形を使った実験を繰り返

して紙おむつの吸水メカニズムに関する知識・ノウハウを蓄積できたことが大きい。これ

により、最適な吸水倍率・速度の樹脂を実現する表面架橋法の開発に至ったと考えられる。 

 

 

４．まとめとディスカッション 

(1) トライアド・モデルの有効性 
  
本稿では、生産財開発プロセスを分析する枠組みとしてトライアド・モデルを提示し、事例

分析を行った。分析の結果、生産財開発プロセスでは、消費財メーカーが消費者ニーズの

認識や翻訳を誤る可能性がある中で、生産財メーカーが提案型開発を進め、生産財メーカ

ー自身の情報処理（認識・翻訳）によって次第にコンセプトやスペックが確定していくと

いうプロセスが明らかとなった。 
こうした分析結果は、情報の粘着性（移転コスト）が高い状況下では、プロトタイプを

通じた主体間の情報のやりとりが問題解決に有効であるとする von Hippel(1994)や小川
(1997; 2000)の指摘とも整合的である。ただし、これらの研究では、メーカー側に技術情
報があり、ユーザー側にニーズ情報があるといった、いわば二極化した状況を想定してお

り、生産財メーカーと消費財メーカーに情報が分散して存在し、共同でニーズ翻訳し、問

題解決を図るといった共同問題解決の状況を取り扱っていない。これに対して、本稿の事

例では、エンドユーザーや消費者のニーズに対する共同問題解決のプロセスを含んでおり、

より包括的な分析の枠組みを提供していると考えられる。 
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また、図 3からも明らかなように、事例分析の結果、消費財メーカーだけでなく、消費
者との情報のやりとりがあったことが見て取れる。これは、どちらか一方のみへの情報の

アクセスだけでは生産財開発の成功は困難であることを示唆している。すなわち、必要と

される情報や知識が複数の主体に分散している状況下では、生産財メーカーが顧客から提

示された生産財スペックに基づいて開発を始めたとしても、その先の消費者ニーズの認識

やスペックの翻訳が誤っている可能性がある。逆に、生産財メーカーが消費者ニーズを念

頭に置いて開発を始めたとしても、同様に消費者ニーズの認識やスペックの翻訳が誤って

いる可能性がある。よって、生産財開発をより効果的に行うためには、消費財メーカーと

消費者、双方へのアクセスが必要となると考えられるのである。 
  

(2) 提案の内容とタイミング 
 
では、生産財メーカーは消費財メーカーに対してどのようなタイミングでどのような提

案を行えばよいのだろうか。タイミングに関しては、消費財メーカーが提案を必要とする

適切な時期を見極める必要がある。本稿の事例では、日本触媒が紙おむつ用樹脂の開発を

開始したのは後発であったが、紙おむつメーカーの翻訳ミスを契機として、翻訳訂正を図

る提案を行うことで採用に至った。これは、競合に対して後れを取っていた提案のタイミ

ングを早めることで成功したケースであると見なすことが出来る。もちろん、仮に魅力的

な提案であったとしても、提案のタイミングが早すぎると消費財メーカーがその市場価値

を認識できない可能性があるので、敢えて提案のタイミングを遅らせるという戦略も選択

肢の一つになりうる。 
提案の内容に関しても、消費財メーカーが提案を必要とする適切な内容を見極める必要

がある。本稿の事例では、日本触媒は当初、紙おむつメーカーの提示した「高吸水倍率・

速度の樹脂」という樹脂スペックを、おむつの機能設計にまで立ち返り、「最適吸水倍率・速

度の樹脂」という樹脂スペックに翻訳し直すことで提案を図った。これは、提案内容の範囲を

広げることで成功したケースであると見なすことが出来る。もちろん、仮に適切なタイミングで

提案がなされたとしても、提案の範囲が広すぎると消費財メーカーに競合と見なされる可能

性があるので、敢えて提案の範囲を狭めるという戦略も選択肢の一つになりうる。              

以上の議論の図式化を試みたものが図 4である。縦軸は生産財メーカーによる提案内容
の範囲の広狭、横軸は提案のタイミングの早遅、2 つの二次曲線は生産財メーカーの実現
しうる開発成果、それぞれの曲線が最大の開発成果となる交点が均衡点（最適解）を表す。

すなわち、提案のタイミングが早すぎても遅すぎても最大成果は実現できず、また提案内

容の範囲が広すぎても狭すぎても最大成果は実現できない。適切なタイミングで適切な内

容の提案を行ってはじめて均衡点に達し、最大成果を実現できるという関係図である。こ

の図に従えば、本稿の事例は、開発当初は提案のタイミングが遅く、また提案内容の範囲

も狭かったが、タイミングを早めて範囲を広げる
．．．．．．．．．．．．．．．

ことで成功した事例であると位置づける
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ことができる。 
他にも生産財メーカーが採りうる不均衡点として、タイミングと内容の組み合わせが「早

くて狭い」「早くて広い」「遅くて広い」などが存在しうるが、均衡点への軌道修正を巧く

図ることができれば最大成果の実現が可能となると考えられる。 
 
図 4 生産財メーカーによる提案のタイミングと内容の範囲 
 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   
 
                                                

(3) 生産財メーカーに必要とされる知識・能力 
  
上記の議論に基づくと、より効果的な提案型開発を行うために、生産財メーカーに求め

られる知識・能力とはどのようなものであろうか。また、そうした知識・能力はどのよう

に蓄積し、どのように活用すべきであろうか。本稿の事例は、日本触媒が紙おむつの機

能要件を見直すことで、樹脂スペックを提案したケースである。こうした翻訳提案が

可能となった背景には、同社の有する樹脂の吸水機能に関する知識だけでなく、開発

の過程で消費者ニーズを再認識し、赤ん坊や人形を使った実験を繰り返して紙おむつ

の吸水メカニズムに関する知識・ノウハウを蓄積できたことが大きい。これにより、

最適な吸水・速度の樹脂を実現する表面架橋法の開発に至ったと考えられる。 

こうして蓄積された知識・能力は、Barnett(1990)の指摘する「素材が製品に組み込まれ
てからの機能・性能評価」に関わるものであり、当該製品の範疇を超えたものである。こ

れは、実際に手がける事業や業務の範囲よりも必要とされる知識・能力の範囲の方が広い

ことを意味している。この点に関して、Brusoni and Prencipe（2001）は、航空機エンジ
ンや化学プラントを分析対象とし、それぞれの開発を成功させるためには全体のシステム
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を統合する企業が必要であるとしている。そして、その役割を担う優れた企業は、自社の

手がける部品事業よりも広範囲にかかわる技術知識を有していることを明らかにしている。 
この点に関連して、武石(2003)は、自動車メーカーが効果的にアウトソーシングを活用
するためには、自社内に部品メーカーの能力を多面的に評価する組織能力を保有している

かどうかがポイントとなることを明らかにしている。河野(2003)は、自動車部品開発に際
して部品の実験評価能力や車両レベルでの評価能力が求められることを明らかにしている。

具(2008)も、自動車部品のモジュール化プロセスに着目し、部品サプライヤーが機能統合
的モジュールを完成させるためには、自社の業務範囲を超えて関連する複数サプライヤー

間の知識、いわゆるシステム知識を統合する必要があることを明らかにしている。 
 

(4) 「ダイナミックな評価能力」概念の提示 
 
しかし、こうした評価に関わる知識・能力は生産財開発の文脈では体系的に論じられて

いない。そこで本稿では、これら先行研究の限界を踏まえ、生産財メーカーからみて開発

に必要とされる知識・能力を統一的に捉える概念として「評価能力（Valuation 
capabilities）」という概念を提示したい。これは、「生産財が組み込まれる顧客製品の機能
要件を、顧客の先の顧客（消費者）のニーズの視点から評価する知識・能力」のことを指

す。このように定義することで、Barnett(1990)のいう「素材が組み込まれる製品の製造工
程における機能・性能評価、または製品に組み込まれてからの機能・性能評価」や、河野

(2003)のいう「部品の実験評価能力や車両レベルでの評価能力」などを包含し、本稿課題
として掲げた「消費財メーカーが消費者ニーズの認識や翻訳を誤る可能性がある中での生

産財開発における提案」に求められる知識・能力についての議論も視野に入れることがで

きると考えられる。 
こうした「評価能力」に関する議論は、業務範囲を超えた知識蓄積の重要性を示唆して

いるだけでなく、完成品メーカーと部品・素材メーカーとの間の知識における分業関係を

考える上でも参考になる。Henderson & Clark(1990)は、部品そのものの開発に必要な知
識を「コンポーネント知識（component knowledge）」、複数の部品を組み合わせたり統合
したりして製品ないしシステム全体として一貫性を持たせるために必要な知識を「アーキ

テクチャ知識（architectural knowledge）」と呼び、新製品や新システムの開発には両方
の知識が必要であることを指摘している。 
この分類に基づくと、部品や素材を手がけるメーカーはコンポーネント知識、完成品を

手がけるメーカーはアーキテクチャ知識を蓄積していけばよいと考えられる。確かにある

程度成熟した技術を扱う場合には、こうした知識分業が効率的である。 
しかし、自動車及び自動車部品の開発で時折見られるように、技術的に新規性の高い部

品を開発する際には、自動車メーカーと部品メーカーの双方がコンポーネント知識及びア

ーキテクチャ知識の両方を有している方がよりスムーズかつ優れた製品ができるのである。
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部品の技術的新規性が高いが故に、他部品との関係や自動車全体との関わりに関する知識

が未分化となり、より広範囲な知識が要求されるというのである（武石, 2003）。 
本稿の事例は、当該市場では後発であったが、当該生産財メーカーにとってみれば用途

も含め技術的に新規性の高い開発であり、消費財メーカーにとってみても今までに扱った

ことのない素材を自社製品に取り入れた例であることから、生産財メーカーと消費財メー

カーの双方が業務範囲を超えたより広範囲な知識を必要とした。その結果、生産財メーカ

ーと消費財メーカーの緊密な連携、すなわち生産財メーカーによる試作品供給と消費財メ

ーカーからのフィードバックが必要とされたと考えられるのである。 
しかし、本稿でより主張したいことは、こうした開発分業関係において、生産財メーカ

ーにとって必要な「評価能力」は、開発の過程において蓄積されるものであり、その蓄積

状況及び消費財メーカーの有する知識・能力との相対比較において、自社の業務範囲を規

定しうるものであるという点である。例えば、生産財メーカーは、消費財メーカーの有す

る知識・能力との比較優位性の観点で同等以下と判断される場合には「餅は餅屋」と考え

て、消費財メーカーの業務範囲に踏み込まない、と意思決定することができる。 
一方、顧客である消費財メーカーが翻訳ミスをするなど必ずしもそれだけではうまくい

かないケースが起こりうる。このような場合、消費財メーカーの有する知識・能力の比較

優位性の観点で同等以上と判断されるならば、生産財メーカーには、消費財メーカーのニ

ーズ翻訳の誤りを指摘し、消費者ニーズの観点から価値あるコンセプト提案やスペック提

案、製法提案を行うといった対応が求められることになる。もちろん、消費財メーカーの

事業領域に最初から大きく踏み込んでしまうと、競合と見なされ、協力して製品開発を進

めることはできなくなる。従って、適切なタイミングで、どこまで踏み込むかを決める必

要がある。そして、提案により巧く踏み込めたときに、生産財メーカーに利益獲得機会が

生じる。 
以上の議論から、評価能力は、「製品開発の過程で蓄積され、それに基づいて自社の業務

範囲を再定義しうる能力」であることが示唆される。これはいわば「ダイナミックな評価

能力（Dynamic valuation capabilities）」とでも呼ぶべき組織能力であると考えられる。
関連する議論として、Teeceらの「ダイナミック・ケイパビリティ（Dynamic capabilities）」
（Teece, Pisano & Shuen, 1997）や Goldmanらの「アジャイル・コンペティション（Agile 
competition）」（Goldman, Nagel & Preiss, 1995)が挙げられる。いずれも変化の激しい環
境下において競争優位を構築するための方策として、前者は組織内外のコンピタンスを統

合し再構成する能力、後者は迅速な製品開発のための外部資源の活用を指摘している。 
しかし、本稿で提示する「ダイナミックな評価能力」は、製品開発の文脈に焦点化した

という点で前者とは異にするものであり、また組織内部の資源蓄積・活用に着目したとい

う点で後者とも異なる。「ダイナミックな評価能力」は既存研究で十分議論されてこなかっ

た概念であり、生産財開発の成否を左右する重要な組織能力であると考えられる。 
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i) 生産財とは「工場や企業体などが自らの生産手段もしくは業務遂行のために使用する財」のことである(横田, 1963; 佐伯, 1970)。

具体例として、鉄鋼などの素材や、LSI などの部品、工作機械などの設備が挙げられる。本稿でもこの定義に従う。 
ii) 生産財メーカーと直接取引のある顧客には、消費財メーカーの他にも、他の生産財メーカーや卸売業者、商社なども存在すると考え

られるが、本稿では議論を明確にするため、「消費財メーカー」に限定して用いることにする。 
iii) 消費財開発においても、製品コンセプトが消費者の製品購買後に事後的に定まっていくケースがあることが明らかにされている（石

井, 1993）。 
iv) 具体的には 40 の化学製品開発を対象に分析を行い、「顧客が製品コンセプトや仕様の実現の仕方まで指示してきた」という質問項目

において、失敗プロジェクトの方が成功プロジェクトよりも平均値が有意に高いことが明らかとなっている。この項目は 5点リカート

尺度（1 違う～5 その通り）で測定され、成功 24 プロジェクトと失敗 16 プロジェクトの間で平均値の差の検定（t 検定）を行った。
その結果、平均値は成功プロジェクト 1.52、失敗プロジェクト 3.19 であり、両者の間には 1%水準で有意な差がみられた。 
v) この点に関連して、生産財マーケティングの分野では、開発活動と販売活動が顧客との関係をベースにした取引活動の中で統合的に

展開されることは指摘されているものの（高嶋, 1998; 余田, 2000）、そうしたマーケティング活動を通じて得た顧客ニーズ情報をど

のように製品開発に反映させ、またどのようなタイミングでどのように顧客に提案していくのか、といった開発プロセスについては十

分検討されているとは言えない。 
vi) 製品開発管理論において情報処理の枠組みは標準的なアプローチである（e.g., Allen, 1977; Freeman, 1982; Clark & Fujimoto, 

1991）。 
vii) もちろん、取引関係で見れば、4主体以上のもっと複雑なケース、例えば消費財メーカーと消費者の間に流通業者が入るケースもあ

りうる。しかし、ここでは設計情報の流れに着目し、論理的に最も単純な非ダイアド 3体問題に焦点を絞る。消費者を含めた企業間関

係がより複雑なケースはトライアド・モデルでとりうるパターンの組み合わせになると考えられるからである。 
viii) 事例の記述は、株式会社日本触媒研究開発本部調査役下村忠生氏への二回のインタビュー（2004 年 12 月 3日、2006 年 8月 30 日実

施、役職は当時）と同氏との数回メールでのやりとりに基づいている。 
ix) なお、実際の取引関係では、紙おむつメーカーと赤ん坊の間に小売店、購入者（母親）が存在する。このうち、購入者は赤ん坊の代

理購買主体であり、赤ん坊のニーズ（不満）を汲み取って紙おむつに対する要望やクレームを発信すると考えられるので、赤ん坊と同

一主体と見なすことにする。小売店は赤ん坊（購入者）のニーズ情報を集約して紙おむつメーカーに伝達する役割であるが、紙おむつ

の開発過程において及ぼす影響は小さいと考えられるので、図 3のトライアド・モデルでは省略した。 


